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建設機械等損料の概要について

建設機械等損料とは，建設業者が所有する建設

機械等の償却費，維持修理費，管理費を指し，こ

れらのライフサイクルコストを１時間当たりまた

は１日当たりの金額で表示した経費である。

昭和３０年代，工事量の急激な増大と機械化施工

の普及，公共事業の執行体制が直営から請負方式

に移行するに伴い，機械経費の積算の適否が工事

の採算を左右するようになった。それにもかかわ

らず，機械経費に係る積算方法は，発注者ごとに

異なっていたことから，積算の適正化を図るた

め，統一的な積算基準を定めることが必要とされ

ていた。このため，昭和３５年に中央建設業審議会

によって，機械経費の算定式を示すよう勧告され

た。これに基づき海外での算定式を調査のうえ，

購入価格と修理費との関係で経済的使用時間を設

定するというアッカーマン方式による損料の算定

式が導入され，その後の変化する社会情勢等の実

態を踏まえながら，さまざまな修正等を経て現在

に至っている。

これまでの主な改正と近年の改正について

○昭和４３年度改正

従来は運転時間のみの算定方式であったが，運

転時間と供用日数による算定式に改正した。

○昭和４９年度改正

損料補正率の設定や沖縄地域における基礎価格

の修正等を行った。

○平成８年度改正

・建設機械の保有実態を考慮し，専門工事業者の

調査対象者数を拡充した。

・中古車市場が確立してきたため，償却費への影

響を鑑み建設機械処分調査を行うこととし，従

来の「耐用年数」を「標準使用年数」に，また

残存率を実態に応じた設定とした（汎用機のみ

機種別に調査）。

○平成９年度改正

公共工事の積算上緊急性の高い事項への対応と

して排出ガス対策型建設機械の使用原則化による

新機種・規格の追加を行った。

○平成１０年度改正

１） 一般建設機械

・基礎価格を「工場裸渡しの検収後一括払い」か

ら，「実勢取引価格」として市場性を反映させ

た。

・残存率については，調査対象を全機種に拡大し

て設定した。

・維持修理費および年間管理費については，実態

を把握するための詳細な調査を実施し，実態を

反映させた。

２） ダム施工機械

「耐用年数」を「標準使用年数」とし，残存率

および年間管理費を見直し，実態に応じた設定と

特集／積算基準類の改正

平成１２年度建設機械等損料
の改正について

建設省建設経済局建設機械課

特集 積算基準類の改正

１０ 建設マネジメント技術 2000年 4月号



３

した。

３） 除雪機械

「耐用年数」を「標準使用年数」とし，残存率

を見直し，実態に応じた設定とした。

平成１２年度改正の概要

平成１２年度改正は，一般建設機械，除雪機械，

建設用仮設材，作業船等についての全面改正を行

った。それぞれの改正作業は，作業船については

運輸省，その他については建設省で行っており，

以下建設省の部分について説明することとする。

� 調査方針等の改正

今回の調査より，一般建設機械および除雪機械

について，申請・届出等手続の電子化・ペーパー

レス化による報告者負担の軽減に対応するため，

電子媒体での提出も可能とした。

� 調査結果の要点

最終的な調査数値は，表―１のとおりとなって

おり，数値の傾向およびその考えられる理由につ

いては以下のとおりである。

� 一般建設機械

・基礎価格

調査結果は，建設業者の新規設備投資の低迷等

により，下がる傾向となっている。

・標準使用年数

景気の低迷から設備投資意欲が減少し，機械の

更新が進んでいないと考えられること等により，

標準使用年数は伸びている。

・年間標準運転時間

景気の低迷，工事量の減少等によって稼働が落

ちていることから，下がっている。

・残存率

標準使用年数の増加等を反映して減少の傾向と

なっている。

・維持修理費率

使用年数が伸びたものの，運転時間等の減少も

あり，ほぼ横ばいの状況にある。

・損料額（１３欄）

上記の影響により，下がる傾向となっている。

・新規設定建設機械への対応

今回の調査結果により，小型バックホウ（ミニ

ホウ）に超小旋回型，バックホウに後方超小旋回

型，超小旋回型を新たに損料を設定した。

また，新たな機種として自走式破砕機の損料を

設定した。

� 除雪機械損料

全体的には一般建設機械と同様の傾向が見られ

る。

� 建設用仮設材

物価等の変動，建設用仮設材の稼働状況，建設

仮設材を取り巻く環境の変化，その他の社会情勢

の変化等に対応した損料とするため，その損料諸

表―１ 今回改正値と現行値との比較（今回改正値／現行値）

基礎価格
標準使用
年数

年間標準
運転時間

維持修
理費率

年間管
理費率

残存率
運転１時間当たり換算
値損料額

０１ ブルドーザ及びスクレーパ ０．９８ １．０８ ０．９４ ０．９３ １．００ ０．７５ １．００
０２ 掘削機及び積込機 ０．９３ １．０２ ０．９０ １．０２ １．００ ０．９７ ０．９９
０３ 運搬機械 ０．９８ １．０９ ０．９７ １．００ １．００ ０．８９ ０．９８
０４ クレーンその他の荷役機械 ０．９６ １．０３ ０．９８ １．００ １．００ ０．９５ ０．９５
０５ 基礎工事用機械 ０．９８ １．０８ ０．９７ １．００ １．００ ０．８９ ０．９６
０６ せん孔機械及びトンネル工事用機械 ０．９７ １．０５ ０．９６ １．０１ １．００ ０．８９ ０．９６
０７ モータグレーダ及び路盤用機械
０８ 締固め機械

０．９４ １．０７ ０．９７ １．０４ １．００ ０．８９ ０．９４

０９ コンクリート機械
１０ 舗装機械

０．９７ １．０４ ０．９７ １．０１ １．００ ０．８９ ０．９７

１１ 道路維持用機械 ０．９５ １．０５ ０．９４ ０．９９ １．００ ０．８９ ０．９８
１２～１７ 空気圧縮機及び送風機～試験測定器 ０．９７ １．０４ ０．９７ １．０１ １．００ ０．９３ ０．９５

１８ 鋼橋・ＰＣ橋架設用仮設備機器 ０．９７ １．００ ー １．１０ １．００ １．００
１．０３

（供用日当たり）
２０ その他の機器 ０．９７ １．０２ ０．９８ １．００ １．００ ０．８９ ０．９７
５０ 除雪機械等 ０．９９ １．１１ ０．９１ １．００ １．００ ０．８６ １．０３
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数値の全面的な見直しを行った。

最終的な調査数値は，表―２のとおりとなって

おり，数値の傾向およびその考えられる理由につ

いては以下のとおりである。

・基礎価格

今回の改正では，調査価格を実勢取引価格とし

ており，さまざまな割引を含んだ取引実態を加味

していること，および建設業者の新規設備投資の

低迷等により，多少のばらつきはあるものの，全

体的には下がる傾向となっている。

・標準使用年数

景気の低迷から設備投資意欲が減少し，仮設材

の更新が進んでいないと考えられること等によ

り，標準使用年数は伸びている。

・年間標準供用日数

景気の低迷，工事量の減少等により減少の傾向

にある。

・償却費率

標準使用年数の増加により増加の傾向となって

いる。

・修理費および損耗費率

供用日数の減少等により減少の傾向にある。

・供用１日当たり損料

上記の影響により，下がる傾向となっている。

� ウェルポイント施工機械器具損料算定表

社会経済の変化，ウェルポイント施工機械器具

の景気変動等に対応した適正な機械経費を算定す

る必要があることから，その諸数値の見直しを行

った。

最終的な調査数値は，表―３のとおりである。

� 適用時期

これらの改正については，平成１２年４月１日以

降の請負工事に係る機械経費，仮設材の積算につ

いて適用する。

今後の取組みについて

建設機械等損料は積算として透明性・客観性・

妥当性を確保するため，近年の建設機械の保有形

態，使用形態，売買実態の大きな変化に対応し，

それらの実態等を的確に反映できるように絶えざ

る検証をしていくことが必要である。今回の改正

も含め，これまで主に建設機械の保有・取引形

態，償却費および管理費の実態を反映した改正を

行ったところであるが，さらに市場変化等を加味

する方法について検討するなど，変化する社会情

勢に適合した建設機械損料となるように今後も引

き続き見直していかなければならないと認識して

いる。

また，本年度はダム施工機械等損料算定基準に

ついて実態を的確に反映しているかどうかの検証

を行い，必要に応じて改正することとする。

表―２ 今回改正値と現行値との比較（今回改正値／現行値）

基礎価格 標準使用年数
年間標準
供用日数

償却費率
修理費
損耗比率

年間管理費率
供用１日
当たり損料

０．９９ １．１０ ０．９７ １．０２ ０．９２ １．００ ０．９３

表―３ 今回改正値と現行値との比較
（今回改正値／現行値）

基礎価格 １現場当たり損料 供用１カ月当たり損料

０．９４ ０．９４ ０．９４

建設業を取り巻く社会的背景
・公共工事のコスト縮減
・積算の透明性・客観性・妥当
性の確保
・情報公開等によるアカウンタ
ビリティ
・環境に配慮した建設工事

建設機械を取り巻く社会的背景
・建設業者の建設機械保有・管
理形態の変化
・建設機械の中古市場の拡大
・建設機械の新型化，高機能化
・景気の変動による機械管理の
効率化

今後，建設機械損料に求められ
るもの
・変化する市場実態の的確な反
映
・アカウンタビリティに耐えう
るバックデータ等
・積算の簡素化，一層の妥当性
の確保
・調査方法の効率化，合理化
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